
 
分権専門部会中間報告 

 

○政令指定都市・新潟市における行政区の基本的な考え方 

 
 
１ 基本方針 
 地方分権と行財政改革の推進に向けた大きな流れの中で，地方自治体には，自己決

自己責任のもと市民主体の自立した都市として，一層の市民福祉の向上を図ることが求

れている。 

こうした中，政令指定都市における行政区は，効率的な行財政運営を行うとともに，行政

対する市民の満足度を高めるという市政運営上重要な役割を担っており，目指すべき「分

型政令指定都市」の基本をなすものである。 

 
 
２ 政令指定都市・新潟市の区役所の機能の目指すべき方向 
 政令指定都市・新潟市における区役所は，次に掲げる事項を基本として，具体的な機能

検討を行う。 

 
（１）区役所と本庁との役割分担 
区役所は，地域のまちづくりや区民生活に関わりの深い事務事業を行う。 

本庁は，市全体のまちづくりや，市域全体に及ぶ施策の企画立案，事務事業の実施

び総合調整を行う。 
 
（２）市民に身近な行政サービスの提供 
市民の日常生活に密接に関わりのある行政サービスについては，区役所において完

できるようにする。また，出張所においても，必要な行政サービスの提供を行う。 

  これらの行政サービスは，窓口の総合化やＩＴ（情報通信技術）化を推進するとともに，で

るだけ同一建物でサービスの提供ができるワンストップサービス化を進める。 

  また，市民に身近な行政サービスは，市民の住所地にかかわらず，いずれの区役所か

も提供することを原則とする。 

 
（３）住民自治の確立 
① 区民の区政への参画 

区役所では，地域の個性や特性を生かした自主的，自立的なまちづくりの推進を図

ため，区民や住民自治組織，ＮＰＯなどの地域におけるコミュニティ組織の意見を反映

せる組織の設置を検討するなど，区民の区政への参画を目指す。 
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② 区民との協働 
住民自治組織など地域におけるコミュニティ組織の育成と自主的な活動の支援を行う

とともに，区民が日常的に利用する公共施設について，区民サービスの向上と施設の効

率的な管理運営を図るため，コミュニティ組織への自主的な運営の委託を検討するなど，

区民との協働による区政の実現を目指す。 

なお，全市的あるいは区の区域を越えて活動するＮＰＯなどについては，本庁におい

て育成，支援を行う。 

 
○ 区役所と本庁の主な事務事業 
区役所の主な事務事業 本庁の主な事務事業 

・区のまちづくり計画の策定 

・住民登録，市税，証明書の発行，保健

福祉など区民に身近な各種行政サー

ビスの提供 

・区民が日常的に利用する施設の管理 

・自治会，地域団体の育成，支援や地域

の伝統文化などの振興，身近な道路，

公園の管理などまちづくりに関する事

務事業 

・区政の広報広聴 

 

・市の総合計画の策定 

・全市一律に提供する行政サービスの計

画，実施，調整 

 

・全市的な公共施設の管理 

 

・区域を越えて活動する団体の育成，支

援や産業振興，都市計画，道路，下水

道など市域全体に及ぶ事務事業 

・市政の広報広聴 

・国，県との連絡調整 

 
（４）区長への分権 
区域のことは，現場である区役所で対応できるよう，各区の特色あるまちづくりの推進に

必要な予算，契約などの執行権限や一定の職員人事権の区長への委譲を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 政令指定都市・新潟市の区割基準の基本的な考え方 

政令指定都市・新潟市の行政区は，分権型政令指定都市実現の基本をなすものである

ことから，次に掲げる事項を基本として，合併後設置を予定している行政区画審議会の円滑

な審議に資するよう，行政区の区割基準のあり方について調査・研究を行う。 

 
（１）市町村界 

   現在合併協議を進めている 13 市町村は，明治・昭和の大合併を経て，ひとつの自治

体を構成しており，そこに暮らす住民の日常生活における地域の一体感・帰属意識の源

であり，住民の培ってきた伝統・文化・歴史の基本的な枠組みとなっている。 

   したがって，合併後に移行する政令指定都市の行政区の設定にあたっては，合併関係

市町村の境界や支所・出張所の区域を尊重しつつ，他の項目を加味しながら総合的に

検討する。 

 

（２）人口規模・面積規模 

   人口及び面積の規模については，現在指定されている政令指定都市の行政区設定

基準（人口は１区あたり 10～20 万，面積は区の中心等へ時間距離にして約 30 分として

いるところが多い）等を参考としながら，公平で均衡ある行政サービスを提供でき，適切

な行政効率を確保することができる規模であり，かつ，行政と市民との協働のまちづくりを

推進するために地域の一体感や区民意識の醸成を図りうる規模となるよう考慮する。 

ただし，広い範囲に人口集積地が点在する新市の実状を考慮し，画一的な取り扱いで

はなく，柔軟に対応する。 
 
（３）地形・地物 

   行政区の境界を設定するにあたっては，誰でもが認識し易く，社会生活上の大きな分

断要素でもある，河川などの明瞭な地形地物を境界とするよう考慮する。 

 
（４）歴史的沿革・地縁的つながり等 

   市民との協働により，地域の個性や特性を生かしたまちづくりを進めるためには，区民

の一体感の醸成を図る必要がある。 

このためには，地域における同質な伝統や文化，各地域の歴史的沿革や地縁的つな

がりを考慮する。 
 
（５）その他 

   住民自治組織などの地域コミュニティや町字，小中学校の通学区域について必要に

応じて考慮する。 

また，郵便局・警察署等の所管区域，地域の土地利用，交通体系及び都市計画など

の状況についても，必要に応じて考慮する。 


